
議第 28 号

平成31（2019）年度教育施策の概要について

このことについて、別紙のとおり決定いたしたい。

平成31年３月14日

岡山県教育委員会教育長

鍵 本 芳 明
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区分 事業名 関連頁 区分 事業名 関連頁

新規
就学前からのスクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）活
用実践研究事業

P.12他 新規 優良事例発表会 P.48

新規 不登校・長期欠席対策スタンダード普及徹底事業 P.13他 新規 2020年度全国高等学校総合体育大会開催事業 P.48

新規 学力定着状況確認テスト P.16 新規 人権学習充実拠点校事業 P.49

新規 おかやま創生小中学校パワーアップ事業 P.22他 新規 県立学校等児童虐待対応研修 P.49

新規 高等学校魅力化推進事業 P.24 新規 公民館等を活用した夜間学び直し推進事業 P.51

新規 私たちの高校「コレぞ自慢のオンリーワン」事業 P.24 拡充 生徒指導専任リーダーの配置 P.12他

新規 小中学校における通級指導教室充実事業 P.27 拡充 スクールカウンセラー（ＳＣ）配置事業 P.12他

新規 特別支援学校教諭免許状取得促進事業 P.27 拡充 思春期サポート事業 P.12他

新規 災害応急対応キャラバン P.30 拡充 授業改革推進リーダー・授業改革推進員の配置 P.17

新規 県立学校防災力パワーアップ事業 P.30 拡充 部活動指導員配置事業 P.17

新規 岡山型スーパーグローバルハイスクール P.34 拡充 就学前からの発達支援事業 P.27

新規 英語力向上ＩＣＴ教材活用事業 P.34 拡充 家庭学習指導推進プロジェクト P.31他

新規 高校生発！「木のぬくもり」実感事業 P.39 拡充 放課後学習サポート事業 P.31

新規 オリンピック・パラリンピック教育推進事業 P.48 拡充 高校生留学支援事業 P.34

新規 スポーツ医・科学に基づいた指導等に関する研修会 P.48 拡充
アプリを利用した匿名によるいじめ等の相談・報告シ
ステム活用事業

P.42

新規 方針実践モデル校事業 P.48 拡充 高等学校運動部活動支援 P.47

新規 学校・地域スポーツ環境整備事業 P.48

区分 事業名 関連頁

廃止 落ち着いた学級づくり支援事業 P.11

廃止 不登校対策のための教員派遣事業 P.13

廃止 医療と連携した不登校・長期欠席対策研究事業 P.14

廃止 不登校・長期欠席の調査・分析 P.14

廃止
高校生の基礎学力の定着に向けた学習改善のため
の研究開発事業

P.24

廃止 中学校特別支援学級指導パッケージ充実事業 P.27

廃止 多様な学びの場「特別支援教室」事業 P.28

廃止 起業体験推進プロジェクト P.38-39

廃止 小学校長期宿泊体験活動推進プロジェクト P.40

廃止 スマホ・ネット問題に関するネット依存研究事業 P.44

廃止 地域スポーツ指導者派遣事業 P.47-48

廃止 平成30年度全国中学校体育大会開催 P.47-48

【新規・拡充事業】

【廃止事業】

平成31(2019)年度における新規・拡充事業及び廃止事業一覧

廃止理由

よりきめ細かな不登校対策を実施するため、平成31（2019）年度から別
室指導の専属教員を加配する岡山モデルを行う

平成30年度全国中学校体育大会が終了した

これまでのモデル事業により収集した実践事例を、今後県下へ普及する

当事業で作成したマニュアルを今後、総合教育センターの研修などで普
及する

これまでのモデル事業の成果として平成30（2018）年度に作成した、心理
検査を活用した問題行動の未然防止等の取組の事例集を、今後県下へ
普及する

平成30（2018）年度に作成したガイドライン等を、今後県下へ普及する

平成30（2018）年度に作成したガイドライン等を、今後県下へ普及する

実践研究校での取組により、試行調査の分析法や組織的な指導改善の
方策の検討が進み、合同分析会での共有が図られた

これまでのモデル事業により作成した指導パッケージや収集した実践事
例を、今後県下へ普及する

県のモデル事業を基に市町村独自での取組が継続されており、今後も
市町村での独自実施が見込まれる

これまでの事業成果が明らかになり、モデル事業としては終了するが、
平成30（2018）年度に作成した手引を今後県下へ普及する

県立学校においても、部活動指導員の配置を行う
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